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氏名および住所 (法人にあっては､ 名称､ 代表
者の氏名および主たる事務所の所在地) 事 業 場 の 名 称 お よ び 所 在 地

陸上自衛隊
大津駐屯地司令 上野惠
大津市際川 1－1－1

陸上自衛隊大津駐屯地
大津市際川 1－1－1

近江観光株式会社
代表取締役 大野俊幸
東京都豊島区南池袋 1－16－15

近江観光株式会社大津プリンスホテル
大津市におの浜 4－7－7

財団法人滋賀県体育協会
会長 國松善次
大津市御陵町 4－1

滋賀県立体育館
大津市におの浜 4－2－12

株式会社西武百貨店
代表取締役社長 大�文明
東京都豊島区南池袋 1－28－1

株式会社西武百貨店大津店
大津市におの浜 2－3－1

京都新聞社
代表取締役 増田正蔵
京都府京都市中京区烏丸通夷川上ル

京都新聞社滋賀本社
大津市京町 4－3－33

株式会社大塚商会
代表取締役社長 大塚裕司
東京都千代田区飯田橋 2－18－4

琵琶レイクオーツカ
大津市南小松字北カヤ1054－3

目 次

○ 公 告

大気環境負荷低減計画の公表公告 (環境政策課) …………………………………………………………………… 735

大規模小売店舗の変更の届出の公告 (商業観光振興課) …………………………………………………………… 738

平成19年度砂利採取業務主任者試験実施公告 (新産業振興課) …………………………………………………… 739

平成19年度職業訓練指導員試験実施公告 (労政能力開発課) ……………………………………………………… 740

建設業法に基づく許可の取消し処分の公告 (監理課) ……………………………………………………………… 742

○ 振 興 局 等 告 示

介護保険法による指定居宅介護支援事業者の廃止の届出 (東近江) ……………………………………………… 742

公 告

大気環境負荷低減計画の公表公告

次のとおり大気環境負荷低減計画の提出があったので､ 滋賀県大気環境への負荷の低減に関する条例 (平成12年

滋賀県条例第18号) 第28条の規定により公表する｡

平成19年７月20日

滋賀県知事 嘉 田 由 紀 子
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洛東化成工業株式会社
代表取締役社長 浅田博史
大津市関津 4－5－1

洛東化成工業株式会社
大津市関津 4－5－1

滋賀県知事 嘉田由紀子
大津市京町 4－1－1

滋賀県運転免許センター
守山市木浜町2294

日本中央競馬会
理事長 高橋政行
東京都港区西新橋 1－1－19

日本中央競馬会
栗東トレーニング・センター
栗東市御園1028

八洲コンクリート工業株式会社
代表取締役社長 古川政夫
栗東市林538

八洲コンクリート工業株式会社
栗東市林538

中国塗料株式会社
代表取締役社長 山住哲夫
広島県大竹市明治新開 1－7

中国塗料株式会社工業用塗料本部滋賀工場
野洲市三上2306－7

ダイハツディーゼル株式会社
取締役社長 石橋�憲
大阪府大阪市北区大淀中 1－1－30

ダイハツディーゼル株式会社守山事業所守山第一工
場
守山市阿村町45

ダイハツディーゼル株式会社
取締役社長 石橋�憲
大阪府大阪市北区大淀中 1－1－30

ダイハツディーゼル株式会社守山事業所守山第二工
場
守山市古高町字松塚808－2

野洲市長 山�甚右衞門
野洲市小篠原2100－1

野洲市中主学校給食センター
野洲市木部760

野洲市長 山�甚右衞門
野洲市小篠原2100－1

野洲市野洲学校給食センター
野洲市上屋1655

日本バイリーン株式会社
代表取締役社長 田中裕
東京都千代田区外神田 2－14－5

日本バイリーン株式会社滋賀工場
守山市勝部 4－1－11

全国農業協同組合連合会
代表理事理事長 関水賢司
東京都千代田区大手町 1－8－3

全国農業協同組合連合会滋賀県本部
栗東総合センター
栗東市六地蔵1188

株式会社金陽社
取締役社長 石井勲
東京都品川区大崎 1－2－2アートヴィレッジ
大崎セントラルタワー６階

株式会社金陽社滋賀工場
野洲市吉地647

日本カロライズ工業株式会社
代表取締役 池清司
湖南市大池町８

日本カロライズ工業株式会社
湖南市大池町８

日本電子ライト株式会社
代表取締役 瀬崎努
三重県伊賀市千歳138

日本電子ライト株式会社水口工場
甲賀市水口町北脇1461

大正薬品工業株式会社
代表取締役 磯田健一
甲賀市甲賀町大原市場３

大正薬品工業株式会社
甲賀市甲賀町大原市場３
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ＮＥＣライティング株式会社
社長 皆元輝征
東京都品川区大崎 1－2－2

ＮＥＣライティング株式会社滋賀工場
甲賀市水口町日電 3－1

大日本インキ化学工業株式会社
代表取締役社長 小江絋司
東京都板橋区坂下 3－35－58

大日本インキ化学工業株式会社滋賀工場
湖南市柑子袋373

大和化成株式会社
代表取締役社長 中村正之
湖南市日枝町 4－19

大和化成株式会社
湖南市日枝町 4－19

日光化成株式会社
代表取締役 利倉一彰
大阪府大阪市北区大淀 1－6－41

日光化成株式会社滋賀工場
湖南市石部口 4－2－1

甲賀広域行政組合
管理者 中嶋武嗣
甲賀市水口町本丸 1－20

甲賀広域行政組合し尿処理施設
甲賀市水口町水口6458

ＴＯＴＯ株式会社
代表取締役社長 木瀬照雄
福岡県北九州市小倉北区中島 2－1－1

ＴＯＴＯ株式会社滋賀工場
湖南市朝国１

ＴＯＴＯ株式会社
代表取締役社長 木瀬照雄
福岡県北九州市小倉北区中島 2－1－1

ＴＯＴＯ株式会社滋賀第二工場
甲賀市水口町さつきが丘33

彦根ゼラチン株式会社
代表取締役社長 山口泰秀
犬上郡豊郷町大町307－1

彦根ゼラチン株式会社
犬上郡豊郷町大町307－1

伊奈精機株式会社
取締役社長 河村光則
彦根市服部町840

伊奈精機株式会社
彦根市服部町840

彦根市長 獅山向洋
彦根市元町 4－2

彦根市役所
彦根市元町 4－2

三菱化学ポリエステルフィルム株式会社
取締役社長 矢野彰毎
東京都港区芝 4－2－3

三菱化学ポリエステルフィルム株式会社滋賀事業所
山東製造所
米原市井之口347

三菱化学ポリエステルフィルム株式会社
取締役社長 矢野彰毎
東京都港区芝 4－2－3

三菱化学ポリエステルフィルム株式会社滋賀事業所
長浜製造所
長浜市三ツ矢町 5－8

株式会社三光米原
代表取締役 松井一弘
米原市三吉777

株式会社三光米原
米原市三吉777

株式会社光徳メッキ工業所
代表取締役 水巻昭一
東浅井郡虎姫町三川1501

株式会社光徳メッキ工業所
東浅井郡虎姫町三川1501
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ヤンマー農機製造株式会社
代表取締役社長 中満重廣
米原市野一色931

ヤンマー農機製造株式会社
米原市野一色931

新旭電子工業株式会社
代表取締役 大島正光
高島市新旭町藁園2588

新旭電子工業株式会社
高島市新旭町藁園2588

高島市長 海東英和
高島市新旭町北畑565

公立高島総合病院
高島市勝野1667

大規模小売店舗の変更の届出の公告

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 第６条第１項の規定に基づき､ 大規模小売店舗に関し同法第５条

第１項第１号および第２号に掲げる事項の変更をした旨の届出があったので公告する｡

平成19年７月20日

滋賀県知事 嘉 田 由 紀 子

１ 大規模小売店舗の名称および所在地 せせらぎタウン Ｋマート 犬上郡甲良町在士809番地

２ 変更した事項

� 変更前

ア 大規模小売店舗の名称 せせらぎタウン アイム

イ 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名または名称および住所ならびに法人にあっては､ 代表者の氏

名 有限会社うえかわ 犬上郡甲良町池寺205番地 代表者 上川譲 ほか９件

� 変更後

ア 大規模小売店舗の名称 せせらぎタウン Ｋマート

イ 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名または名称および住所ならびに法人にあっては､ 代表者の氏

名 有限会社うえかわ 犬上郡甲良町在士809番地 代表者 上川譲 ほか２件

３ 変更年月日 平成19年５月25日

４ 変更の理由 店舗改装のため

５ 届出年月日 平成19年５月22日

６ 届出書類の縦覧場所および縦覧期間

� 縦覧場所

滋賀県県民文化生活部県民生活課県民情報室 大津市京町四丁目 1－1

滋賀県商工観光労働部商業観光振興課 大津市京町四丁目 1－1

滋賀県湖東地域振興局総務振興部地域振興課 彦根市元町 4－1

甲良町産業振興課 犬上郡甲良町在士353－1

� 縦覧期間 平成19年７月20日から平成19年11月20日まで

７ 意見書の提出期限および提出先

� 提出期限 平成19年11月20日

� 提出先 滋賀県商工観光労働部商業観光振興課 〒 520－8577 大津市京町四丁目 1－1

大規模小売店舗の変更の届出の公告

大規模小売店舗立地法 (平成10年法律第91号) 附則第５条第１項の規定に基づき､ 大規模小売店舗に関し同法第

５条第１項第６号に掲げる事項の変更をしようとする旨の届出があったので公告する｡

平成19年７月20日

滋賀県知事 嘉 田 由 紀 子

１ 大規模小売店舗の名称および所在地 せせらぎタウン アイム 犬上郡甲良町在士809番地

２ 変更しようとする事項

� 変更前

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻および閉店時刻

� 開店時刻 午前９時
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� 閉店時刻 午後８時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯 午前８時30分から午後８時30分まで

� 変更後

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻および閉店時刻

� 開店時刻 午前９時

� 閉店時刻 午後10時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯 午前８時30分から午後10時30分まで

３ 変更年月日 平成19年５月25日

４ 変更に係るもの以外の事項

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名または名称および住所ならびに法人にあっては､ 代表者の氏名 甲良商業

近代化協同組合 犬上郡甲良町在士809番地 代表理事 上川譲

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名または名称および住所ならびに法人にあっては､ 代表者の氏名

株式会社丸善 犬上郡豊郷町高野瀬535 代表取締役 久木康裕 ほか２件

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 2, 010平方メートル

� 駐車場の収容台数 133台

� 駐輪場の収容台数 15台

� 荷さばき施設の面積 150. 4平方メートル

	 廃棄物等の保管施設の容量 54. 1立方メートル


 駐車場の自動車の出入口の数 ３箇所

� 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 午前６時から午後５時まで

５ 届出年月日 平成19年５月22日

６ 届出書類の縦覧場所および縦覧期間

� 縦覧場所

滋賀県県民文化生活部県民生活課県民情報室 大津市京町四丁目 1－1

滋賀県商工観光労働部商業観光振興課 大津市京町四丁目 1－1

滋賀県湖東地域振興局総務振興部地域振興課 彦根市元町 4－1

甲良町産業振興課 犬上郡甲良町在士353－1

� 縦覧期間 平成19年７月20日から平成19年11月20日まで

７ 意見書の提出期限および提出先

� 提出期限 平成19年11月20日

� 提出先 滋賀県商工観光労働部商業観光振興課 〒 520－8577 大津市京町四丁目 1－1

平成19年度砂利採取業務主任者試験実施公告

砂利採取法 (昭和43年法律第74号) 第15条第１項の規定に基づき､ 平成19年度砂利採取業務主任者試験を次の

とおり実施する｡

平成19年７月20日

滋賀県知事 嘉 田 由 紀 子

１ 試験日時 平成19年11月９日�午前10時から正午まで

２ 試験場所 滋賀県庁新館７階大会議室 大津市京町四丁目 1－1

３ 試験科目 次に掲げる科目について筆記試験を行う｡

� 砂利の採取に関する法令事項

� 砂利の採取に関する技術的な事項 (基礎的な土木および河川工学に関する事項を含む｡)

４ 願書の配布 平成19年10月１日から､ 滋賀県商工観光労働部新産業課ならびに振興局､ 各地域振興局およ

び各県事務所の総務出納課にて配布する｡

５ 願書の受付期間 平成19年10月９日�から平成19年10月19日�まで (土曜日および日曜日を除く｡) の午前

８時30分から午後５時15分まで｡ 郵送の場合は､ 平成19年10月19日�までの日の消印のあるものを有効とす

る (願書を郵送するときは､ 簡易書留郵便とすること｡)｡

６ 願書受付場所および問い合わせ先 滋賀県商工観光労働部新産業振興課 〒 520－8577 大津市京町四丁目 1－

1 ＴＥＬ 077－528－3791

７ 提出書類
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� 受験願書 １通

� 受験整理票 １通

写真ちょう付欄に出願前６箇月以内に撮影した手札形 (縦12センチメートル､ 横９センチメートル程度)の正

面上半身脱帽像の写真をちょう付すること (裏面には撮影年月日､ 氏名および年齢を記載すること｡)｡

� 受験票 １通

受験票は郵送するため､ あて名を記入の上､ 50円切手をちょう付すること｡

� 受験手数料 8, 200円

滋賀県収入証紙を受験願書にちょう付することによって納付すること｡ なお､ 納付した受験手数料は､ 理由の

いかんを問わず返還しない｡

８ 合格発表 平成19年11月26日�に県庁前掲示板に掲示するとともに､ 本人あて通知する｡

平成19年度職業訓練指導員試験実施公告

職業能力開発促進法 (昭和44年法律第64号) 第30条第１項の規定に基づき､ 職業訓練指導員試験を次のとおり実

施する｡

平成19年７月20日

滋賀県知事 嘉 田 由 紀 子

１ 試験を実施する職種 園芸科､ 造園科､ 森林環境保全科､ 鉄鋼科､ 鋳造科､ 鍛造科､ 熱処理科､ 塑性加工科､ 溶

接科､ 構造物鉄工科､ 金属表面処理科､ 機械科､ 電子科､ 電気科､ コンピュータ制御科､ 発変電科､ 送配電科､ 電

気工事科､ 自動車製造科､ 自動車整備科､ 自動車車体整備科､ 航空機製造科､ 航空機整備科､ 鉄道車両科､ 造船科､

時計科､ 光学ガラス科､ 光学機器科､ 計測機器科､ 理化学機器科､ 製材機械科､ 内燃機関科､ 建設機械科､ 農業機

械科､ 縫製機械科､ 織布科､ 織機調整科､ 染色科､ ニット科､ 洋裁科､ 洋服科､ 縫製科､ 和裁科､ 寝具科､ 帆布製

品科､ 木型科､ 木工科､ 工業包装科､ 紙器科､ 製版・印刷科､ 製本科､ プラスチック製品科､ レザー加工科､ ガラ

ス科､ ほうろう製品科､ 陶磁器科､ 石材科､ 麺
めん

科､ パン・菓子科､ 食肉科､ 水産物加工科､ 発酵科､ 建築科､ 枠組

壁建築科､ とび科､ 建設科､ プレハブ建築科､ 屋根科､ スレート科､ 建築板金科､ 防水科､ サッシ・ガラス施工科､

畳科､ インテリア科､ 床仕上げ科､ 表具科､ 左官・タイル科､ 築炉科､ ブロック建築科､ 熱絶縁科､ 冷凍空調機器

科､ 配管科､ 住宅設備機器科､ さく井科､ 土木科､ 測量科､ 建築物設備管理科､ ボイラー科､ クレーン科､ 建設機

械運転科､ 港湾荷役科､ 化学分析科､ 公害検査科､ 木材工芸科､ 竹工芸科､ 漆器科､ 貴金属・宝石科､ 印章彫刻科､

塗装科､ 広告美術科､ デザイン科､ 義肢装具科､ 電気通信科､ 電話交換科､ 事務科､ 貿易事務科､ 流通ビジネス科､

写真科､ 介護サービス科､ 理容科､ 美容科､ ホテル・旅館・レストラン科､ 観光ビジネス科､ 日本料理科､ 中国料

理科､ 西洋料理科､ 臨床検査科､ フラワー装飾科､ メカトロニクス科､ 情報処理科､ フォークリフト科､ 建築物衛

生管理科および福祉工学科

２ 試験の科目 学科試験のうち指導方法 (職業訓練原理､ 教科指導法､ 訓練生の心理､ 生活指導および職業訓練関

係法規)について行う｡

３ 受験資格

� 次のいずれかに該当する者であること｡

ア 職業能力開発促進法第44条第１項の技能検定に合格した者

イ 職業能力開発促進法施行規則 (昭和44年労働省令第24号｡ 以下 ｢規則｣という｡) 第45条の２第２項および

第３項に規定する者

� 次のいずれかに該当する者でないこと｡

ア 成年被後見人または被保佐人

イ 禁錮
こ

以上の刑に処せられた者

ウ 職業訓練指導員免許の取消しを受け､ 当該取消しの日から２年を経過しない者

４ 試験期日 平成19年９月20日�午前10時30分から

５ 試験場所 滋賀県庁東館７階 大津市京町四丁目 1－1

６ 受験手続

� 受験申請書類 受験申請書､ 履歴書類および写真 (申請前６箇月以内に撮影した正面脱帽の写真で､ 縦４セ

ンチメートル､ 横３センチメートルとし､ 裏面に氏名および撮影年月日を記載したもの)

� 試験の免除の申請 別表の左欄に掲げる者に該当する者は､ 免許を受けるに当たって同表の右欄に掲げる試験

の免除を受けることができるので､ 試験の免除を受けようとする者は､ 受験申請書に同表の左欄に掲げる者に該

当することを証する書類を添付すること｡
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免 除 を 受 け る こ と が で き る 者 免 除 の 範 囲

免許職種に関し､ 一級の技能検定または単一等級の
技能検定に合格した者

実技試験の全部および学科試験のうち関連学科

免許職種に関し､ 二級の技能検定に合格した者 実技試験の全部

職業訓練指導員免許を受けた者 学科試験のうち指導方法および関連学科の系基礎学
科 (当該免許職種に係る職業訓練指導員試験に係る
系基礎学科と同一の系基礎学科に限る｡)

免許職種に関し､ 職業訓練指導員試験において実技
試験に合格した者

実技試験の全部

免許職種に関し､ 職業訓練指導員試験において学科
試験のうち関連学科の系基礎学科または専攻学科
(フォークリフト科､ 建築物衛生管理科および福祉
工学科に係る職業訓練指導員試験にあっては､ 学科
試験のうち関連学科)に合格した者

学科試験のうち関連学科の系基礎学科または専攻学
科 (フォークリフト科､ 建築物衛生管理科および福
祉工学科に係る職業訓練指導員試験にあっては､ 学
科試験のうち関連学科)

職業訓練指導員試験において学科試験のうち関連学
科の系基礎学科に合格した者

学科試験のうち関連学科の系基礎学科 (当該職業訓
練指導員試験に係る系基礎学科と同一の系基礎学科
に限る｡)

� 申請書類の提出先 滋賀県商工観光労働部労政能力開発課 〒 520－8577 大津市京町四丁目 1－1

� 申請書類の提出期間 平成19年８月20日�から平成19年８月31日�まで (土曜日および日曜日を除く｡)

なお､ 郵送の場合は､ 平成19年８月31日�の消印があるものまで受け付ける｡

� 受験手数料 3, 100円 (滋賀県収入証紙を受験申請書に貼
ちょう

付すること｡)

納付された手数料は､ 理由のいかんを問わず返還しない｡

� 受験票の交付 受験票は､ 受験申請書類の提出期間終了後郵送する｡

７ 合否判定の基準

� 実技試験ならびに学科試験のうち関連学科の系基礎学科および専攻学科の免除がある場合学科試験のうち指導

方法について満点の６割以上の得点がある場合を合格とする｡

� 学科試験のうち指導方法について満点の６割以上の得点がある場合は､ 指導方法につき一部合格とする｡

８ 合格発表 平成19年10月22日�に合格者の受験番号を滋賀県公報に掲載するとともに､ 合格者本人あて通知

して行う｡

なお､ 滋賀県個人情報保護条例 (平成７年滋賀県条例第８号) 第25条第１項の規定に基づく口頭による試験結

果の開示請求は､ 次に定めるところにより行うことができる｡

� 期間 平成19年10月22日�から平成19年11月21日	まで (土曜日､ 日曜日および祝日を除く｡)

� 時間 午前９時から午後５時まで

� 場所 滋賀県商工観光労働部労政能力開発課 大津市京町四丁目 1－1 滋賀県庁東館４階

� 持参するもの 職業訓練指導員試験受験票

� 開示する内容 得点

� その他 開示できる試験結果は､ 本人のものに限る｡ 電話による問い合わせには､ 一切応じない｡

９ その他

� 受験申請書は､ 滋賀県商工観光労働部労政能力開発課において交付する｡

� 受験申請書の郵送を希望する者は､ 1 部の場合は切手 140 円分を､ ２部または３部の場合は切手240円分を同

封の上､ 滋賀県商工観光労働部労政能力開発課に申し込むこと｡

� 受験に対する注意事項 (集合時間､ 携帯品等)は､ 後日受験者に通知する｡

� 試験についての問い合わせ先 滋賀県商工観光労働部労政能力開発課 ＴＥＬ 077－528－3755

別表
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免許職種に関し､ 応用課程の高度職業訓練を修了し
た者

学科試験のうち関連学科

免許職種に関し､ 専門課程の高度職業訓練を修了し
た者

学校教育法 (昭和22年法律第26号) による大学ま
たは高等専門学校において免許職種に関する学科を
修めて卒業した者

規則別表第11の 3 の免許職種の欄に掲げる免許職
種について同表の試験の免除を受けることができる
者の欄に掲げる者

規則別表第11の 3 の免除の範囲の欄に掲げる試験

事 業 所
の 名 称

事 業 所
の 所 在 地

申請者の名称および
代表者の氏名または
開 設 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所
の 所 在 地

介 護 保 険
事業所番号 廃止年月日

株式会社コムス
ン近江はちまん
ケアセンター

近江八幡市鷹飼町
北四丁目 1－6

株式会社コムスン
代表取締役 樋口公
一

東京都港区六本木
６丁目10番１号 2570400214 平成 19. 7. 1

発行人・発行所 滋 賀 県 大津市京町四丁目１番１号
印 刷 ㈲ハン六タイプ 大津市中央一丁目６番21号

購読料 １箇年 27, 600 円

建設業法に基づく許可の取消し処分の公告

建設業法 (昭和24年法律第100号) 第29条第１項第２号の規定により次に示す処分を行ったので､ 同法第29条

の５第１項の規定により公告する｡

平成19年７月20日

滋賀県知事 嘉 田 由 紀 子

１ 処分をした年月日 平成19年７月13日

２ 処分を受けた者 ダイセイ建設 代表者 仙石雅彦

主たる営業所の所在地 栗東市安養寺808番地56

建設業者の許可番号 滋賀県知事許可 (般－14) 第022312号

３ 処分の内容 建設業の許可の取消し

４ 処分の原因となった事実 建設業法第８条第１号に掲げる許可の欠格要件に該当するに至った｡

振 興 局 等 告 示

滋賀県東近江地域振興局告示第18号

介護保険法 (平成９年法律第123号) 第46条第１項の指定居宅介護支援事業者として指定した者のうち､ 次の者

から廃止の届出があった｡

平成19年７月20日

滋賀県東近江地域振興局長 中 村 き よ 子
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